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平成  年  月  日 発行 

ご質問･ご相談ありましたら下記まで。 
  

 
 

 

 前回登場した株主名簿に類似したものではありますが、平成２８年１０月１日以降
の株式会社（特例有限会社を含む）・投資法人・特定目的会社の登記の申請に当たって
は、添付書面として、株主の氏名又は名称、住所及び議決権数等を証する書面、いわ
ゆる「株主リスト」が必要となりました（商業登記規則６１条２項・３項、投資法人
登記規則３条、特定目的会社登記規則３条）。 
 これは、虚偽の登記申請がなされることを防止し、商業登記の真実性の担保を図る
ためとされています。 
 

配信者 札幌司法書士会 
企業法務推進委員会 
札幌中央区大通西１３丁目４番地 
０１１－２８１－３５０５ 

○株主リストの作成上の注意点 

・議案ごとに作成する必要があります。 

・登記に関係のない議案の株主リストは必要ありません。 

・株主名簿を登記の申請書に添付しても、記載内容が異なるため、株主リストの添付を不要とす

ることはできません。 

・平成２８年１０月１日以前に、株主総会が行われた場合であっても、平成２８年１０月１日以

降に登記の申請するときは、株主リストの添付が必要になります。 

 

○株主リストの添付が必要となる場合 

１．登記すべき事項につき株主総会の決議（種類株主総会の決議）を要する場合 ※ 

２．登記すべき事項につき株主全員の同意（種類株主全員の同意）を要する場合 

 ※登記事項につき、株主総会決議を省略する場合（会社法第３１９条１項）にも、株主リストの添

付が必要です。 

 

→ 役員変更、商号・目的変更や解散等の登記を行う時に添付が必要になります。 
 

１．登記すべき事項につき株主総会の決議を要する場合 

 ・議決権数上位１０名の株主 

・議決権割合が２／３に達するまでの株主 

  いずれか少ない方の株主について、次の事項を記載した書面 

（１）株主の氏名又は名称 

（２）住所 

（３）株式数（種類株式発行会社は、種類株式の種類及び数） 

（４）議決権数 

（５）議決権数割合 

 
２．登記すべき事項につき株主全員の同意を要する場合 

 （１）株主の氏名又は名称 

 （２）住所 

（３）株式数（種類株式発行会社は、種類株式の種類及び数） 

 （４）議決権数 
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【株主リストのイメージ】 ※株主リストの作成については司法書士にご相談下さい。 

 
 
 

証   明   書 

      
次の対象に関する商業登記規則６１条２項又は３項の株主は次のとおりであることを証明する。 

      

対象 

株主総会等又は 

総株主の同意等の別 
株主総会 

上記の年月日 平成○○年○○月○○日 

上記のうちの議案 第○号議案 

      

 
氏名又は名称 住所 

株式数 

(株） 
議決権数 

議決権数 

の割合 

１ 今北洋行 札幌市中央区大通西１３丁目４番地 １００ １００ １００.０% 

２ 
     

３ 
     

４ 
     

５ 
     

６ 
     

７ 
     

８ 
     

９ 
     

１０ 
     

   
合計 １００ １００.０% 

   
総議決権数 １００ 

 
      
 

   
  

     

 
証明書作成年月日 平成○○年○○月○○日  

  
 商    号 今北産業株式会社    

 
証明書作成者 代表取締役 今北 洋行  

  
            

      

      

 

 

 

 

 

登記所届出印 


